
◎基本情報

主

副

○ 対象 ● 対象外 ○ 対象 ● 対象外

● 経常経費 ○ 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ● 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 57,862 60,095 58,219 62,003

事業費

の内訳

令和3年度決算

介護福祉施設サービス：５０，０１６千円、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護：２，１４
９千円、その他：４，６１４千円
合計：５６，７７９千円

令和4年度予算

介護福祉施設サービス：５２，９５０千円、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護：３，００
９千円、その他：４，６０４千円
合計：６０，５６３千円

人工 0.2 0.2 0.2 0.2

人件費 1,440 1,440 1,440 1,440

事業費 56,422 58,655 56,779 60,563

うち特定財源 43,585 45,310 43,861 46,783

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

「社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額減額措置事業実施要綱」
（本市要綱）等

他都市の状況

【社会福祉法人等による利用者負担額減額措置事業】
　国の要綱に基づき、他都市においても実施している。

実施結果

令和３年度は、当事業を実施した社会福祉法人：５９法人（市内＋市外）に、補助金を交付した。

事業実施における
工夫点

特になし。

対象者 社会福祉法人等 開始 0 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

社会福祉法人等において、利用者の負担額軽減措置を行い、その負担額の一部を補助することにより、法人負担
の軽減を図り適正なサービス提供が行われるよう支援を行っている。

長期

社会福祉法人等に対して、特定のサービスを提供した際の利用者負担額を一部負担させ、その一部負担した額
が、当該社会福祉法人の総収入に対する一定割合（１％）を超えた部分について、その半額を助成する。

取組内容

【目的】低所得者の介護サービス利用者負担・食費・居住費負担を軽減することを目的とする。
【内容】介護保険法に基づく介護サービス利用者のうち、特に低所得者で生計が困難である者に対して、当該サー
ビスの提供を行う社会福祉法人等がその社会的役割にかんがみ、利用者負担額を軽減した場合に、当該法人等
に対しその軽減した額の一部を補助する。
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 □ 対象外 □ 回答 □ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ● 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
国の要綱に基づき適切に実施できている。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

国の要綱において事業内容が定められており、改善の余地はない。

予算
国の要綱において事業内容が定められており、改善の余地はない。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

なし。
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

特になし。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

国の要綱に基づき行っており、適切である。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

社会福祉法人の社会的役割である軽減措置の一部補助を実施することで、社会福祉法人のみな
らず、軽減措置を受ける低所得者が積極的にサービス利用を検討する契機に繋がっている。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

社会福祉法人等においては、その社会的役割から低所得者に対しても介護保険サービスを提供
するために、そのものに対し利用者負担額軽減措置を行っている。軽減額の一部を補助すること
により、法人負担の軽減を図り、適正なサービス提供が行われるよう支援できたと考える。
また、低所得者の利用者負担額を軽減することは、介護保険サービスの利用促進、介護予防及
び要介護度の軽減に繋がると考えられる。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

国の要綱により定められた軽減率等を適用しており、適切である。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

99

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名 対象法人数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

97 97 99


